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大韓民国産並びに台湾、澎湖諸島、金門及び馬祖から成る 

独立の関税地域産のビスフェノールＡに対する 

不当廉売関税を課することを求める書面の受領についての台湾側への転達依頼 

 

 

貴協会より駐日台北経済文化代表事務所に対して、以下の内容について伝達

いただくよう依頼します。 

本年６月２日、国内生産者から、大韓民国産並びに台湾、澎湖諸島、金門及び

馬祖から成る独立の関税地域産のビスフェノールＡに対する不当廉売関税を課

することを求める書面の提出がなされ、これを受領したので、「千九百九十四年

の関税及び貿易に関する一般協定第六条の実施に関する協定」第５．５条の規定

に基づき、通知します。 

台湾の然るべき当局に対して、上述の内容について伝達いただきたい。 

 

 

 

 

  



 

 

 

 

 August 13, 2025 

 

 

 

In accordance with paragraph 5 of Article 5 of the Agreement on Implementation of 

Article VI of the GATT 1994, we hereby inform you that the Government of Japan 

received a written application from domestic producers for imposition of the anti-

dumping duties on Bisphenol A originating in the Republic of Korea and Separate 

Customs Territory of Taiwan, Penghu, Kinmen and Matsu on June 2, 2025. 
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